
今、こんな
動きがありま

すF   ocus on!

今回は取組みの柱Ⅲ「暮らしの安心づく
り」に位置づけられた取組みについて、
東社協医療部会MSW分科会幹事会よ
り寄稿いただきました。

無料低額診療事業のこれまで
　「無料低額診療事業＊１」とは、経済的な理由で医療を受け

られない人を対象に、無料または低額な料金によって診療を

行う事業です。ホームレス・人身売買被害者・DV被害者・在日

外国人・震災被害者・刑余者などの社会的に援護が必要な方

を対象とし、負担を軽減することで誰ひとり取り残さないよ

うに医療につなげることを目的としています。行政やNPO法

人等の各種支援団体と連携し、主に健康面から基本的な生

活の立て直しに向けた支援につなげています。東京都内では

55の医療機関でこの事業を実施しており（2025年10月現

在）、このうち30の医療機関が東社協医療部会に所属し、福

祉医療事業の充実に取り組んでいます。
＊１　社会福祉法第２条第３項第９号に規定

『医療相談室』の現状
　医療部会は、2002年ごろからホームレスに関する実態調

査を実施したり、相談会を行ったりしてきました。2010年に

はそれまでの取組みを引き継いだ『医療相談室』を設置し、相

談を受けたら速やかにその方の現況や要望等を整理し、適

切な医療を受けられる会員病院や診療所との受診調整を

行っています。近年は活動範囲が広がり、多くの在日外国人

の相談が支援団体から寄せられています。会員の医療機関が

対応した実例をご紹介します。

在日外国人A：頭痛、腹痛、発熱に悩まされ、なんとか近くの

医療機関にて自費受診したが原因は不明。更なる医療費が

捻出できず支援団体に相談したところ、『医療相談室』につ

ながった。受診調整ののち総合病院を受診し、マラリアであ

ることが判明した。いまや日本では国内感染の報告がない

症例だったが、すぐに感染症専門病院へ転送となり完治に

至る。

在日外国人B・C：日本で働いてきた70代夫婦。収入があった

うちはなんとか生活できていたが、高齢となり仕事ができな

くなったこと、高齢の夫を支えていた主介護者である妻の視

力低下により生活そのものを継続することが困難となる。支

援団体が夫婦の状況を把握し『医療相談室』に相談、妻の総

合病院への受診調整を図る。白内障手術を行った後は支援

団体のサポートもあり母国に帰国し、生活保護に類する制度

の利用、老人ホームへの入居に至ったとのこと。

『医療相談室』での外国人支援における
課題と今後の展望
　多くの外国人は、言語、文化、生活習慣の違いに加え、日本

の複雑な在留資格制度や医療保険制度に関する知識も不足

しがちで、必要な医療や福祉サービスから取り残されやすい

状況に置かれています。2023年改正出入国管理及び難民認

定法＊２により難民認定制度の見直しと送還停止効の例外規

定の創設が規定されるなど、在日外国人にとって在留資格や

難民申請の運用に多大な影響も出ました。「制度の壁」「言葉

の壁」「心の壁」と言われるように彼らが直面する課題は一つ

ではなく、単一の制度やサービスでは解決できない複合的な

ものばかりであり、社会全体として包括的に支援していく必

要があります。

　『医療相談室』は支援システムの中で、各種支援団体との

連携、情報の整理や共有、全体調整等の「ハブ」としての役割

を今後も担っていきます。福祉・医療に携わるみなさんとつな

がりながら、ソーシャルインクルージョンが根付いた社会の

実現に向けて取り組んでいきます。
＊2　詳細は令和５年入管法等改正について（出入国在留管理庁HP）を参照

ソーシャルインクルージョン
～誰ひとり取り残さない社会をめざして～

東京都社会福祉協議会では、「令和７～11年度東
社協中期計画」において“協働”ですすめる５つの「取
組みの柱」を設定しています。
今号からのFocus onでは、それぞれの柱に沿って定
めた令和７年度の重点取組みについてご紹介します。

東社協中期計画
についてはこちら

医療部会 MSW分科会

マンスリーニュース 2025.9.26～10.25

東社協の本

● 改めて言葉にするのは難しい“社協”ってなに？～基本要項2025から考える～

　　  社会福祉施設・事業者のための規程集
～就業規則・関連規程編 様式・資料付～【2025年データ版】

本商品は【データ版】のみの販売です。書籍ではありません。ご注意ください。
本規程集は、労働関係法、育児・介護休業法その他直近の法改正をふまえ、
福祉施設・事業所に合わせて作成した、就業規則及び関連する規程例（約50
種）、様式、資料集です。就業規則、主な規程にはわかりやすい解説を付け、各
施設で加工しやすいようにWordまたはExcel版を付けています。就業規則や
各種規程の定期的な見直しに本書をご活用ください。※ご購入手続き後、
Eメールでデータのダウンロード方法をお知らせします。
◆発売 2025.09.30　◆定価 6,600円（本体6,000円＋税10％）

成年後見制度とは･･･〔改訂第４版〕
本書は、成年後見制度をわかりやすく解説した小冊子です。
制度の背景や理念、あらましをはじめ、「補助」「保佐」「後見」のそれぞれの内容や
活用事例、Q&Aをコンパクトにまとめました。
◆規格 Ａ4判・32頁　◆発売 2023.05.31　◆定価 550円（本体500円＋税10％）

【ＤＶＤ】今すぐ役立つ！感染症予防
本DVDは、福祉施設等におけるノロウイルスなどの集団感染を防ぐための手順や
対応を、ドラマと特殊映像で分かりやすく説明しています。
◆収録時間　基礎編：約13分30秒  対応編：約13分
◆発売 2017.09.29　◆定価 1,320円（本体1,200円+税10％）

ご注文は東社協図書係まで  ☎03-3268-7185

東社協トピックス

９月25日、東社協地域福祉部地域福祉担当の主催で、第１回区市町村社協運営管理研修
が開かれました。都内の区市町村社協職員を対象にした研修で、２０２５年３月に改定さ
れた「社会福祉協議会　基本要項」がテーマとなっています。
当日は社協の変遷とともに、基本要項を基に社協の使命や役割を改めて確認し、それぞれ
が日常業務と照らし合わせながら、“社協”とは何かを言葉
にする時間を過ごしました。参加した職員からは、「自分自身

や社協の活動を振り返るきっかけになった」「私たちが変わらず大切にしなければならない考え方や姿
勢について問う時間になった」といった声が聞かれ、こうした場を継続していくことや、社協で働く多様
な職員と意見交換をし、自分自身の仕事や組織について言葉にしていく重要性が明らかになりました。

新刊

学びを現場のチカラに！ 研修室だより

　福祉事業所の研修担当者を対象に、研修計画の立て方や効
果的なOJTのすすめ方など、職場研修のしくみづくりを体系的
に学ぶ「職場研修担当者研修」を開催しました。
　本研修はコロナ禍を機にオンライン型へと移行し、「研修会
場への移動の負担がない」「繰り返し視聴できる」などの声を
いただきながらこれまで実施しています。
　今年は、こうしたオンラインの利点を活かしつつ、集合型で
の受講者同士の交流も取り入れた新たな形へとリニューアル。
事前の「導入編」動画で基礎知識を学び、「演習編」当日では講
義やグループワークを通じてさらに学びを深めました。

オンラインの強み×対面の交流  職場研修担当者研修をリニューアル開催しました！
　受講者からは「同じ立場の方と悩みなどを共有し情報交換
できた」「職場内で取り組むべき内容が明確になった」との声
も寄せられました。
　研修室では、テーマ等に応じて、オンラインや集合型などの
特性を活かし、より効果的な学びとなるよう研修を実施してい
ます。

東社協
研修受付システム
「けんとくん」は
こちらから

〈けんとくん〉 〈X〉Xでは
研修情報、
研修室職員の
つぶやき発信中！

社協 基本要項
2025

こども家庭庁は障害児支援部会で第４期
障害児福祉計画の基本指針を議論。主な
見直しとして、伴走型相談支援体制の強
化・強度行動障害児への支援・重症心身障
害児への支援・児童発達支援センターの
機能明確化・生産性向上とサービスの質
の確保を挙げ、基本指針の年内取りまとめ
をめざす。

29
9 2027年度からの障害児福

祉計画の基本指針を議論

厚生労働省は2024年度「介護給付費
等実態統計」の結果を公表。費用額は介
護予防サービス及び介護サービスあわ
せて11兆9,381億円（前年比4,242億
円増）となり、過去最高となった。また、
サービスを一度でも利用したことがあ
る実受給者数は前年より12万1,900人
増加の675万4,000人となった。

30
9 2024年度の介護費用

過去最高

ピックアップ

こども家庭庁は、生後6か月から3歳未
満の未就園児が対象で、親が働いてい
なくても子どもを預けられる「こども
誰でも通園制度」の来年度からの全国
実施において、利用時間の上限を月
10時間とする方針を示した。
年内に制度案をとりまとめる予定。

10
10 「こども誰でも通園制度」、

利用時間は
上限月10時間に
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